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１ 推進方策の趣旨及び基本目標と方針             

（１）趣旨 

 恵庭市防犯と交通安全の推進による安全で安心なまちづくり条例（平成 21 年 12 月施

行）は、恵庭市民すべての願いである、犯罪や交通事故のない安全で安心な地域社会を

実現するため、市民、地域活動団体、事業者等及び市が協働して、たゆまぬ努力を傾け

ることを決意し、市民の総意として制定したものです。 

 条例の理念を実現するためには、市や地域活動団体、事業者等が単独あるいは協働し

て取り組んでいる活動を体系的に整理し、取組みや推進項目等を定め総合的に施策を推

進する必要があります。 

 このため、市では条例第８条の規定に基づき、恵庭市安全で安心なまちづくり実行委

員会の構成員の皆様からご意見を聴き、毎年度、推進方策を策定しています。 

（２）基本目標 

市民が安全で安心して暮らすことができる地域社会の実現をめざし、次のとおり基本

目標を定めています。 

（３）重点目標 

基本目標を達成するため、重点目標を次のように設定しています。 

（４）基本方針 

 この基本目標・重点目標を達成するため、基本方針を次のとおり設定し、計画の推進

にあたります。 

犯罪と交通事故のない安全に安心して暮らせる恵庭市

～犯罪、消費者被害及び交通事故の抑止～ 

○犯罪発生件数、人身事故件数を減少

○特殊詐欺被害、交通死亡事故ゼロ 

○地域における安全意識の高揚

○自主的な地域活動の促進 

○生活環境の整備 
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２ 犯罪及び交通事故等の現状と課題             

（１）犯罪件数

恵庭市における犯罪発生件数は、関係機関や防犯活動団体の努力により、令和２年ま

で減少傾向が続いておりましたが、最小となった令和２年と比較し、令和３年から再び

増加に転じました。特に、刑法犯罪の内、窃盗犯が増加し、また重要窃盗犯の発生件数

についても大きく増加しています。 

犯罪件数の増減には様々な要因が考えられますが、令和４年は徐々に経済活動が活発

化し、新型コロナウイルス感染症の感染状況の変化等による人流の増加が一定程度影響

したものと考えられます。 

今後も社会情勢の変化が犯罪発生状況に影響を与えることが想定されるため、社会情

勢を注視しつつ、状況に応じた犯罪抑止に向けた取り組みを継続する必要があります。 

恵庭市の犯罪発生件数 資料：北海道警察 

刑法犯罪

総 数 

刑法犯罪内訳 重  要 

犯  罪 

重  要

窃盗犯凶悪犯 粗暴犯 窃盗犯 知能犯 風俗犯 その他 

平成３０年 304 3 32 190 11 6 62 5 13

令和 元年 358 3 39 266 10 5 35 5 32

令和 ２年 232 0 42 134 11 5 40 0 8

令和 ３年 288 1 40 190 11 6 40 6 7

令和 ４年 305 1 32 226 14 5 27 3 25

※ 重要犯罪～殺人、強盗、放火、*強制性交等、略取誘拐、人身売買、強制わいせつ 

*強制性交等～刑法の一部が改正（平成 29年 7月 13 日施行）されたことに伴い、強姦

から強制性交等に罪名が変更している。

※ 重要窃盗犯～侵入盗、自動車盗、ひったくり、すり 

※ 犯罪発生件数は警察で被害届が受理された認知件数であり、犯罪被害の相談なども含める

と数値以上の件数となります。 

（２）不審者情報件数

不審者情報については、令和４年度は不審者情報が最小となった令和２年度と同水準

となっており、恵庭市、恵庭市教育委員会及び警察が連携し諸対策を実施してきた成果

が現れています。重大事件等の未然防止に向け、更なる不審者発生防止に図るためには、

今後も警察によるパトロール活動と合わせ、恵庭市も学校周辺及び不審者発生多発地区を

継続的に巡回する必要があります。 

また、緊急避難場所としての「こどもセーフティハウス」の協力依頼や各地区防犯協会

及び保護者並びに教職員が連携を強め、登下校時を重点とした見守り活動の強化や、防犯

カメラ等の設置により不審者発生のリスクを低減する取り組みも必要です。
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恵庭市における不審者・変質者との遭遇状況          資料：恵庭市教育委員会

※ 数値は恵庭市教育委員会に報告のあった件数のみを記載 

（３）交通事故発生件数

交通事故の発生件数については、全道では令和２年と比較して２年連続して増加しま

したが、恵庭市では令和３年と比較して令和４年は減少しました。

交通事故による死者数については、全道では令和４年は過去最少を記録しております

が、恵庭市では令和４年２月に高齢者の踏切に係る交通死亡事故が１件発生しており、

交通死亡事故ゼロ日数期間が６６４日間で途切れてしまいました。

高齢者の事故や自転車事故は交通死亡事故に直結しやすい傾向にあることから、これ

らの事故抑止に向けた取り組みの強化が必要です。本年４月１日より改正道路交通法が

施行され、自転車乗車時のヘルメット着用が努力義務となったことを受け、関係機関・

団体と連携し、交通安全運動をはじめ各種広報啓発や体験型の交通安全教室など、幼児

から高齢者までのライフステージに合わせた交通安全教育の実施が必要です。

恵庭市における交通事故（人身事故）発生状況       資料：千歳警察署

 発生件数 死亡者数 負傷者数 

平成３０年 ８１ １ ９２

令和 元年 １２０ １ １４７

令和 ２年 １０４ １ １３３

令和 ３年 １０１ ０ １２２

令和 ４年 ９８ １ １０８

恵庭市の高齢化率…２８．６％（Ｒ５.３月末現在）
＊高齢化率とは「６５歳以上人口が総人口に占める割合」   

（４）特殊詐欺被害件数 

特殊詐欺の被害については、令和４年の発生件数はありませんが、全国的には認知件

数も被害総額も増加しており、深刻な情勢が続いています。犯行手口別に見ると、還付

金詐欺が４割を占める一方でオレオレ詐欺や架空料金請求詐欺の占める割合が増加傾

向にあり、被害者の多くは高齢女性が占めております。 

 声かけ 追 尾 写真撮影 わいせつ 痴 漢 その他 合 計 

平成３０年度 7 7 3 0 1 4 22

令和 元年度 2 7 3 0 1 4 17

令和 ２年度 4 3 0 3 1 2 13

令和 ３年度 5 4 2 3 1 1 15

令和 ４年度 7 1 1 1 0 2 12
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 令和５年に入り恵庭市においてもＳＮＳで知り合った者から投資を勧められ高額を

騙し取られる投資詐欺事件も発生しています。特殊詐欺の多くは突然の電話からはじま

っており、標的となりやすい高齢者をはじめとして、一人一人が被害に遭わないための

知識を身に付ける必要があります。防犯講話等の開催や情報提供ネットワークによる情

報発信、金融機関等と連携した継続したセミナー開催による注意喚起のソフト対策ほか、

特殊詐欺防止対策機器等の設置によるハード対策も合わせて推進する必要があります。 

特殊詐欺発生状況                 資料：千歳警察署

 オレオレ 

詐欺 

架空請求

詐欺 

融資保証 

詐欺 

還付金等 

詐欺 

ギャンブル必勝法

情報提供名目詐欺 

合計 被害総額(円) 

平成３０年 0 2 0 0 0 2 1,015,000

令和 元年 0 0 0 0 0 0 0

令和 ２年 0 0 0 4 2 6 11,430,000

令和 ３年 1 1 0 1 0 3 15,440,000

令和 ４年 0 0 0 0 0 0 0

（５）消費生活相談件数 

消費生活相談件数については、令和３年度と比較すると令和４年度は減少しておりま

す。相談内容の内訳については、令和４年度は勧誘・訪問販売や通信販売等による相談

や、多種多様なその他の相談の割合が増加しており、新型コロナウイルス感染症の感染

状況の変化等により経済活動の活発化に伴い、相談内容も変化したものと考えられます。

特に、インターネットを活用した商品購入などの通信販売にかかる相談が増加しており、

新型コロナウイルス感染症禍における生活様式の変化によるものと考えられます。 

また、相談内容は複雑多岐にわたり、相談内容によっては詐欺等が疑われるものも多

く含まれています。詐欺等の被害を発生させないためには、不当請求や悪徳商法等によ

る被害の未然防止対策に加え、関係機関や団体等と情報共有を行う体制を構築し、被害

が発生した際には迅速に被害拡大の防止や対策を図る取り組みが必要です。 

消費生活相談件数の内訳（令和３年度・令和４年度）        資料：恵庭市 
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３ それぞれ役割             

 「安全で安心なまちづくり」を進めるためには、市民、地域活動団体、事業者等及び

市が、それぞれの役割を明らかにし、責任を持って取り組むことが必要です。

（１）市民の役割 

市民は、「安全で安心なまちづくり」について理解を深め、日常生活における安全の

確保に積極的に努めるとともに、防犯や交通安全等の知識や技術について関心をもち、

自ら規範意識を高め、「安全で安心なまちづくり」を推進するよう努めます。そして、

地域コミュニティや地域活動に積極的に参加し、市が実施する施策についても協力する

よう努めます。また、交通法規を守り、自動車及び自転車等（以下「車両」という。）

を運転するときは、歩行者及び他の車両の通行に注意して安全運転に努めるとともに、

徒歩により道路を通行するときは、交通事故を発生させないよう努めます。 

（２）地域活動団体の役割

地域活動団体は、地域の安全に関する自主的な活動に積極的に取り組み、防犯や交通

安全等の知識や技術について地域住民の関心が高まるよう、地域活動に対する市民の理

解の促進に努めます。また、市及び関係行政機関と連携して、「安全で安心なまちづく

り」を推進するよう努め、市が実施する施策に参加及び協力するよう努めます。 

（３）事業者の役割

事業者等は、「安全で安心なまちづくり」について理解を深め、事業活動においては

地域社会の一員として安全の確保に努めます。そして、従業員等の安全の確保のため、

従業員等に対し防犯や交通安全等の知識や技術を習得させるよう努めます。併せて、「安

全で安心なまちづくり」を推進するよう努めるとともに、市が実施する施策に参加及び

協力するよう努めます。また、車両の点検及び整備を実施するとともに、交通法規の遵

守を徹底し、安全運転の確保に努めます。 

（４）市の役割

市は、「安全で安心なまちづくり」の推進に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、

実施することにより、市民等と協働して「安全で安心なまちづくり」を推進します。そ

のため、関係行政機関や地域活動団体との連携を強化し、地域の実情に合った防犯・交

通安全活動の充実や情報提供、市民等が行う自主的な活動を促進するために必要な支援

を行います。 
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４ 計画の基本施策             

（１）推進体制の整備（条例第８条関係） 

 市は、「安全で安心なまちづくり」を総合的かつ効果的に推進するため、必要な事項

について協議する「恵庭市安全で安心なまちづくり実行委員会」を設置し、市民等及び

関係行政機関と協働して必要な体制を整備します。

（２）情報の収集及び提供（条例第９条関係） 

市は、「安全で安心なまちづくり」を適切かつ効果的に推進できるよう必要な情報を

収集し、その情報を広報誌及びホームページ等により提供するなど、市民等への広報活

動及び啓発活動を実施します。また、緊急を要する情報については、速やかに市民等に

周知できるよう、関係行政機関と連携して取り組みます。

《主な取組》●広報誌、恵庭市ホームページ及び千歳警察署ホームページ、

コミュニティＦＭ放送、メール配信サービスでの情報提供及び啓発

●交通安全指導車、防犯・暴力追放広報車による広報啓発 

●防犯・交通安全教室等による啓発 

●地域安全運動・交通安全運動期間中における広報啓発活動 

●青色回転灯防犯パトロール・交通事故抑止パトライト作戦

●事業者等のＣＳＲ活動に関する情報提供

●ドライブレコーダー等の安全対策機器の情報提供

●自転車乗車時のヘルメット着用の啓発

（３）児童等の安全確保（条例第１０条関係）

市は、学校等及び市民等と協働して、通学路及び公園等の施設において、必要に応じ

て関係行政機関と連携を図り、児童等の安全の確保に努めます。 

《主な取組》●町内会・自治会による登下校時の街頭指導 

●ＰＴＡ・町内会による学校周辺及び通学路の巡回 

●学校等、関係機関への情報提供 

●警察による防犯教室 

●通学路安全推進会議による通学路合同点検の実施、点検結果の情報提供 

●こどもセーフティハウスの設置 

      ●地域による防犯カメラの設置 

●ながら見守り活動の推進

●警察・交通安全児童指導員の協働による交通安全指導 
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（４）高齢者、障がい者及び外国人の安全の確保（条例第１１条関係）

市は、市民等と協働して、高齢者、障がい者及び外国人が犯罪及び交通事故に遭わな

いよう、安全の確保に努めます。 

《主な取組》●老人クラブ等での交通安全啓発 

     ●高齢者交通安全教室 

      ●障がい者への安全対策の実施 

      ●運転免許証自主返納出張窓口の開設 

      ●高齢者の身体機能の自認体験

（５）消費者被害の防止（条例第１２条関係） 

市は、地域活動団体及び関係行政機関と連携して、市民が消費者被害に遭わないよう、

必要な啓発活動を実施するとともに、相談体制の充実に努めます。 

《主な取組》●消費生活相談の実施 

●出前講座の実施 

●広報車による街頭広報

●消費者被害防止ネットワークの推進 

●サイバーセキュリティ対策に関する情報発信

●特殊詐欺防止対策機器の設置の推進 

（６）犯罪被害者等への支援（条例第１３条関係） 

市は、関係行政機関（千歳警察署など）及び犯罪被害者等を支援する団体と連携して、

犯罪被害者等からの相談に応じるとともに、情報の提供など必要な支援に努めます。 

《主な取組》●犯罪被害者相談窓口の設置 

（７）生活環境の整備（条例第１４条関係） 

市は、犯罪及び交通事故を防止するため防犯施設及び交通安全施設の整備に努めます。 

《主な取組》●防犯灯の設置・更新 

    ●防犯灯台帳に基づく設置状況の調査 

●信号機・標識などの設置要望 

●街路灯・ガードレールなど道路施設の設置・点検 

●防犯カメラの設置補助制度の推進 

●交通公園の整備方針の更新 
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（８）安全教育の充実（条例第１５条関係） 

市は、市民等と協働して、市民が正しい規範意識を持ち、安全な行動を実践し、犯罪

及び交通事故に遭わないよう、安全教育の充実に努めます。 

《主な取組》●交通安全児童指導員による幼稚園・保育園での

「こぐまクラブ」の実施

●街頭での実地指導 

●町内会・自治会の防犯・交通安全担当者への研修会 

●学校・老人クラブなどにおける防犯、交通安全教室

●交通公園を利用した実践的な交通安全教育

●自転車安全運転啓発 

●自転車シミュレーターを用いた体験型教育の実施

●自転車乗車時のヘルメット着用の推進 
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 資  料                     

恵庭市防犯と交通安全の推進による安全で安心なまちづくり条例

（目的）

第１条 この条例は、防犯及び交通安全の推進による安全で安心なまちづくり（以下「安

全で安心なまちづくり」という。）に関し基本理念を定め、市民、地域活動団体、事業者

等及び市の役割を明らかにするとともに、安全で安心なまちづくりに関する施策の基本

となる事項を定めることにより、地域における安全意識の高揚、自主的な活動の促進及

び生活環境の整備を図り、もって市民が安全で安心して暮らし、又は滞在することがで

きる地域社会を実現することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 市民 市内に居住する者及び勤務又は通学する者若しくは滞在する者をいう。
(2) 地域活動団体 市内において自主的に防犯及び交通安全活動を行う市民団体並びに
町内会及び自治会をいう。

(3) 事業者等 市内において事業活動を行う者及び市内に土地、建築物その他工作物を所
有し、又は管理する者をいう。

(4) 市民等 市民、地域活動団体及び事業者等をいう。
(5) 関係行政機関 恵庭市を管轄する警察署及びその他の行政機関をいう。
(6) 学校等 市内の保育園、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学及び専門学校をい
う。

(7) 児童等 学校等に通学又は通園する児童、生徒、学生及び幼児をいう。
(8) 犯罪被害者等 犯罪及び交通事故により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。
（基本理念）

第３条 安全で安心なまちづくりは、地域の安全は地域で守るという意識のもと、犯罪及

び交通事故を未然に防ぎ、安全で安心して暮らすことができる地域社会を築くために、

市民等及び市がそれぞれの役割を果たしながら協働して、一体となって推進されなけれ

ばならない。

（市民の役割）

第４条 市民は、安全で安心なまちづくりについて理解を深め、日常生活における安全の

確保に積極的に努めるとともに、自ら規範意識を高め、安全で安心なまちづくりを推進

するよう努めるものとする。

２ 市民は、市が実施する安全で安心なまちづくりに関する施策に参加及び協力するよう

努めるものとする。
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３ 市民は、自動車及び自転車等（以下「車両」という。）を運転するときは、交通法規を

守り、歩行者及び他の車両の通行に注意して安全運転に努めるものとする。

４ 市民は、徒歩により道路を通行するときは、交通法規を守り、交通事故を発生させな

いよう努めるものとする。

（地域活動団体の役割）

第５条 地域活動団体は、地域の安全に関する事業に積極的に取り組むとともに、市及び

関係行政機関と連携して、安全で安心なまちづくりを推進するよう努めるものとする。

２ 地域活動団体は、市が実施する安全で安心なまちづくりに関する施策に参加及び協力

するよう努めるものとする。

（事業者等の役割）

第６条 事業者等は、安全で安心なまちづくりについて理解を深め、事業活動においては

地域社会の一員として安全の確保に努めるとともに、安全で安心なまちづくりを推進す

るよう努めるものとする。

２ 事業者等は、市が実施する安全で安心なまちづくりに関する施策に参加及び協力する

よう努めるものとする。

３ 事業者等は、車両の点検及び整備を実施するとともに、交通法規の遵守を徹底し、安

全運転の確保に努めるものとする。

（市の役割）

第７条 市は、安全で安心なまちづくりの推進に関する基本的かつ総合的な施策を策定し、

実施することにより、市民等と協働して安全で安心なまちづくりを推進するものとする。

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、関係行政機関と緊密な連携を図るものと

する。

３ 市は、市民等が行う自主的な活動を促進するために必要な支援を行うものとする。

（推進体制の整備）

第８条 市は、安全で安心なまちづくりを総合的かつ効果的に推進するため、必要な事項

について協議するための会議を設置するなど、市民等及び関係行政機関と協働して必要

な体制を整備するものとする。

２ 市は、安全で安心なまちづくりを推進するにあたっては、推進計画を策定し、市民等

及び関係行政機関と協働して実施するものとする。

（情報の収集及び提供）

第９条 市は、安全で安心なまちづくりを適切かつ効果的に推進できるよう必要な情報を

収集し、その情報を広報誌及びホームページその他これらに類するものにより提供する

など、市民等への広報活動及び啓発活動を実施するものとする。

２ 市は、前項の情報のうち緊急を要する情報については、速やかに市民等に周知できる

よう、関係行政機関と連携して取り組むものとする。
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（児童等の安全の確保）

第１０条 市は、学校等及び市民等と協働して、通学路及び公園その他これらに類する施

設における児童等の安全の確保に努めるものとする。

２ 市は、必要に応じ関係行政機関と連携を図り、児童等の安全の確保に努めるものとす

る。

（高齢者及び障害者の安全の確保）

第１１条 市は、市民等と協働して、高齢者及び障害者が犯罪及び交通事故に遭わないよ

う、安全の確保に努めるものとする。

 （消費者被害の防止）

第１２条 市は、地域活動団体及び関係行政機関と連携して、市民が消費者被害に遭わな

いよう、必要な啓発活動を実施するとともに、相談体制の充実に努めるものとする。

（犯罪被害者等への支援）

第１３条 市は、関係行政機関及び犯罪被害者等を支援する団体と連携して、犯罪被害者

等からの相談に応じるとともに、情報の提供その他必要な支援に努めるものとする。

（生活環境の整備）

第１４条 市は、犯罪を防止するため、防犯施設の整備に努めるものとする。

２ 市は、交通事故を防止するため、交通安全施設の整備に努めるものとする。

（安全教育の充実）

第１５条 市は、市民等と協働して、市民が正しい規範意識を持ち、安全な行動を実践し、

犯罪及び交通事故に遭わないよう、安全教育の充実に努めるものとする。

（委任）

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。
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恵庭市安全で安心なまちづくり実行委員会設置要綱

（設置）

第１条 恵庭市防犯と交通安全の推進による安全で安心なまちづくり条例（平成２１年条

例第２７号）第８条第１項の規定に基づき、安全で安心なまちづくりを総合的かつ効果

的に推進するため、恵庭市安全で安心なまちづくり実行委員会（以下「実行委員会」と

いう。）を設置する。

（所掌事項）

第２条 実行委員会の所掌事項は、次のとおりとする。

(1) 安全で安心なまちづくりの推進に関すること。
(2) 推進計画に関すること。
(3) その他目的を達成するために必要な事項
（委員及び構成）

第３条 実行委員会は、次に掲げる者の中から委員を選出し構成する。

(1) 関係行政機関に所属する者
(2) 防犯及び交通安全に関する団体に所属する者
(3) 地域に関する団体に所属する者
(4) 事業所に関する団体に所属する者
(5) 学校教育に関する団体に所属する者
(6) 公募に応じた者
２ 委員は、市長が委嘱する。

（会長及び副会長）

第４条 実行委員会に会長及び副会長を置く。

２ 会長は市長をもって充て、副会長は委員のうちから会長が指名する。

３ 会長は、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

（任期）

第５条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。

（会議）

第６条 会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。

２ 会長が必要あると認めるときは、委員以外の関係者の出席を求め、意見又は説明を聴

くことができる。

（報酬等）

第７条 委員には、報酬及び旅費等を支給しない。

（庶務）

第８条 実行委員会の庶務は、生活環境部市民生活課において行う。
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（補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、実行委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

   附 則

 この要綱は、平成２２年１２月２７日から実施する。

   附 則

 この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。

  附 則

この要綱は、平成３０年９月２８日から実施する。

  附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から実施する。
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